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科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流動資産 ［ 6,466,889,436 ］ 流動負債 ［ 5,167,674,454 ］

 現 金・預 金 50,832,962  短 期 借 入 金 1,560,000,000

 未 収 金 6,279,979,856  未 払 金 3,286,776,545

 未 収 収 益 95,763,707  預 り 金 3,892,916

 貸 付 金 168,065,944  未 払 費 用 108,381,935

 貯 蔵 品 5,425,377  リ ー ス 債 務 9,944,640

 前 払 費 用 1,868,923  未払法人税等 42,869,700

 貸 倒 引 当 金 △ 135,047,333  未 払 消 費 税 1,690,000

 前 受 収 益 3,300,563

 賞 与 引 当 金 8,384,154

 販売促進引当金 117,748,000

 保証債務損失引当金 3,932

 利息返還損失引当金 24,653,936

 その他流動負債 28,133

固定資産 ［ 718,207,441 ］ 固定負債 ［ 233,010,985 ］

（有形固定資産） （ 33,716,028 ）  リ ー ス 債 務 34,136,064

 建  物 1,943,876  退職給付引当金 12,306,300

 建物付属設備 2,771,206  繰延税金負債 186,568,621

 器具及び備品 2,943,282

 リース資産 26,057,664

（無形固定資産） （ 22,662,877 ） 負債の部合計 5,400,685,439

 電 話 加 入 権 1,455,170

 ソフトウェア－ 3,184,667 株主資本 ［ 1,390,725,264 ］

 リース資産 18,023,040  資 本 金 60,000,000

（投資その他の資産） （ 661,828,536 ）  利益剰余金 1,330,725,264

 差 入 保 証 金 6,600,000    利益準備金 12,800,000

 その他投資 580,254,796    その他利益剰余金 1,317,925,264

 長期前払費用 23,740    　別途積立金 550,000,000

 繰延税金資産 74,950,000  　　繰越利益剰余金 767,925,264

評価・換算差額等 ［ 393,686,174 ］

 その他有価証券評価差額金 393,686,174

純資産の部合計 1,784,411,438

資産の部合計 7,185,096,877 負債・純資産の部合計 7,185,096,877

資　産　の　部 負　債　の　部

純　資　産　の　部

第２９期　決算公告

貸　借　対　照　表
（平成31年3月31日現在）



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法、時価のないものに 

ついては移動平均法による原価法 

 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   最終仕入原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除く）  法人税法の規定による定率法 

 ② 無形固定資産  法人税法の規定による定額法 

 ③ リース資産   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る有形固定資産中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法 

(3) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金    自己査定の実施により求められた予想損失率に基づき、将来貸倒 

            損失等が予想される回収不能見込額を計上しています。 

 ② 賞与引当金    支給見込額の当期負担分を計上しています。 

 ③ 退職給付引当金  退職金規程に基づく期末要支給額により計上しています。 

 ④ 販売促進引当金  景品交換ポイントの期末有効残高に予想交換率を乗じ、ポイント 

            単価を５円として計上しています。 

 ⑤ 保証債務損失引当金 被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してい 

            ます。 

 ⑥ 利息返還損失引当金 利息制限法上限金利を超過する利息部分に対する将来の返還請 

            求見込額を計上しています。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 ① リース取引の会計処理 

   リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい 

   ては、主に通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 ② 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
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